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五島市監査委員公表第２６号 

 

令和７年１１月６日に提出された地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２

条第１項の規定に基づく住民監査請求について、同条第５項の規定に基づき監査を行

ったので、同項の規定により公表する。 

 

 

令和７年１２月２３日 

 

                     五島市監査委員 米 山 尚 志 

                     五島市監査委員 山 田 洋 子 

 

  



2 
 

第１ 請求の内容 

１ 請求人 （略） 

２ 請求書の提出日 

令和７年１１月６日 

３ 請求の要旨 

請求書に記載されている事項及びこれに添付された事実を証する書面によると、

請求の要旨は、次のとおりである。 

なお、下記の請求の要旨については、本件請求書の原文のまま記載した。 

１ 請求の要旨 

地方自治法第２４２条第１項に基づき、出口市長が令和７年４月１６日付け

で専決処分により予算計上した損害賠償金 6,400万円について、当該専決処分

は、後に議会の承認を得ているものの、専決時点において「特に緊急を要する

場合」に該当せず、専決処分の濫用である疑いがある。 

又、当該予算は強制執行が現に行使されておらず、控訴中で不用額として目

的外の予算計上となっており、財務会計上の不当な支出準備である。 

よって、監査委員に対し、当該予算計上の妥当性及び財務会計行為の違法性

について監査を実施し、出口市長に必要に対し、当該予算の執行停止、不用額

の整理、または議会への再報告等、必要な措置を講じるよう勧告することを求

めます。 

(1) 専決処分の違法性(緊急性の欠如) 

地方自治法第１８０条は、首長が議会の議決を経ずに専決処分を行うこと

を認めていますが、その要件として「特に緊急を要する場合」に限定されて

います。本件において、出口市長は、令和７年４月１６日付け、損害賠償請

求事件に関する地裁判決(仮執行付き)を受け、強制執行に備えるとして、

6,400 万円の予算計上を専決処分により行いました。しかしながら、以下の

事実に照らし、緊急性は認められません、 

Ａ 控訴中であり、判決は確定していない。 

Ｂ 強制執行停止の申立てを行っていない。 

Ｃ 相手方による強制執行の実施も確認されていない。 

よって、専決処分は地方自治法第１８０条の要件を満たさず、違法また

は濫用の疑いがあります。 

(2) 予算計上の目的外使用・不用額の発生 

当該 6,400万円は、強制執行が行われていないにもかかわらず予算計上さ

れており、現時点で支出の必要性が失われています。これは目的外使用の疑

いがあり、財務会計上の不用額として整理されるべきです。 

Ａ 地方財政法第３条(予算の編成)は、合理的な基準によりその経費を算定

し、これを予算に計上しなければならないとなっています(証拠資料 No.

３,事業費)。 
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Ｂ 対し、地方財政法第４条(予算の執行等)は、その目的を達成するための

必要且つ最小の限度をこえて、これを支出してはならない。 

このように、財務会計行為の適正性を求めており、不要な予算計上は市財

政に対する、不当な負担となります。 

(3) 議会承認の限界と監査の必要性 

本件専決処分は後に議会の承認を得ていますが、承認は専決処分の違法性

を治癒するものでなく、専決時点の判断の妥当性は依然として専決処分監査

対象となります。 

よって、監査委員に対し、当該専決処分及び予算計上の妥当性について監

査を実施し、必要な是正措置を講じるよう求めます。 

(4) 結び 

本件は、出口市長が令和７年４月１６日に専決処分した、強制執行に備え

る予算計上に関し、地方自治法第１７９条の要件を満たしていない可能性が

あること、また当該事業に係る支出が予算計上の根拠を欠き、行政財産の目

的外使用に該当する疑義があることから、地方自治法第２４２条第１項に基

づき、監査を請求します。 

４ 請求の要件審査 

本件請求は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条に規定する要

件を具備しているものと認め、受理した。 

第２ 監査の実施 

１ 監査対象機関及び監査対象部局 

(1) 監査対象機関 市長 

(2) 監査対象部局 総務企画部総務課及び同部財政課 

２ 請求人の証拠の提出及び陳述 

地方自治法第２４２条第７項の規定により請求人に対して証拠の提出及び陳述

の機会を与えたが、請求人は新たな証拠は提出せず、陳述は希望しなかったため

実施しなかった。 

３ 関係職員の陳述及び調査 

(1) 関係職員の陳述 

地方自治法第２４２条第８項の規定による監査対象機関及び監査対象部局

の陳述の聴取は行わなかった。 

(2) 書面調査 

監査対象部局に対して関係書類の提出を求め、書面調査を実施した。 

４ 監査対象事項 

地方自治法第２４２条第１項に規定する住民監査請求は、普通地方公共団体の

住民は、当該普通地方公共団体の長若しくは委員会若しくは委員又は当該普通地

方公共団体の職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取得、管理

若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担（以下

「財務会計上の行為」という。）がある（当該行為がなされることが相当の確実さ
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をもって予測される場合を含む。）と認めるとき、又は違法若しくは不当に公金の

賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実（以下「怠る事実」という。）が

あると認めるときは、これらを証する書面を添え、監査委員に対し、監査を求め、

当該行為を防止し、若しくは是正し、若しくは当該怠る事実を改め、又は当該行

為若しくは怠る事実によって当該普通地方公共団体の被った損害を補填するため

に必要な措置を講ずべきことを請求することができる制度である。これらを踏ま

え、本件請求書に記載されている事項及び添付された事実を証する書面の内容を

審査し、次の事項を監査の対象とした。 

(1) 令和７年４月１６日付けで専決処分した供託金 6,400 万円について、専決

処分の濫用といえるか。 

(2) 6,400万円は不用額として目的外の予算計上となっており、財務会計上の不

当な支出準備であるといえるか。 

第３ 監査の結果 

本件請求については、合議により次のように決定した。 

本件請求には理由がないと認め、棄却する。 

   

以下その理由を述べる。 

１ 事実関係の確認 

監査対象事項について調査した結果、次のような事実関係を確認した。 

(1) 損害賠償請求事件について 

五島市の元職員Ａが在職中に職務上知り合ったＢの預金口座から不正に現 

金を引き出して着服し、横領したとして、国家賠償法（昭和２２年法律第１２

５号）第１条第１項及び民法（明治２９年法律第８９号）第７０９条の規定に

より損害賠償する必要があるとして、令和４年９月１３日にＢの子であるＣ（以

下「原告」という。）から市及び元職員Ａ（以下「被告ら」という。）は神戸地方

裁判所尼崎支部に訴訟を提起された。 

令和７年３月１３日、神戸地方裁判所尼崎支部は、①「被告らは、原告に対

し連帯して 5,071 万円及びこれに対する平成２５年１１月２日から支払済みま

で年５分の割合による金員を支払え」、②「訴訟費用は被告らの負担とする」及

び③「この判決は、①に限り仮に執行することができる」とする判決を下した。 

令和７年３月２７日、市は、「原判決のうち、控訴人五島市の敗訴部分を取り

消すこと。」、「被控訴人の控訴人五島市に対する請求を棄却すること。」及び「控

訴費用は第１審、第２審とも被控訴人の負担とすること。」を内容とする控訴状

を大阪高等裁判所に提出した。 

(2) 仮執行宣言への対応について 

ア 強制執行停止の申立ての検討について 

神戸地方裁判所尼崎支部による損害賠償請求事件の判決のうち、(1)の③の 

仮執行宣言について、その執行がなされようとした場合の対抗措置として、

強制執行停止の申立てについて、供託手続の申請方法及び供託金の納付方法
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を検討した。 

イ 供託手続の申請方法について 

供託手続は、オンラインにより申請する方法、供託所宛てに書類一式を郵

送して申請する方法及び供託所の窓口に来庁して申請する方法の３つの方法

が法務省のホームページで紹介されている。 

(ｱ) オンラインにより申請する方法 

登記・供託オンライン申請システムを利用してインターネットを経由し

て申請を行うことができる。 

(ｲ) 供託所宛てに書類一式を郵送して申請する方法 

申請専用の供託書用紙が必要であり、あらかじめ用紙を取得して郵送す

る必要がある。 

(ｳ) 供託所の窓口に来庁して申請する方法 

申請先の供託所に来庁し、窓口で申請する。申請専用の供託書用紙は事 

前に取得する必要がある。 

ウ 供託金の納付方法について 

供託金の納付方法は、ペイジーによる電子納付、振込方式による納付又は

現金による納付の３つの方法が同省のホームページで紹介されている。 

(ｱ) ペイジーによる電子納付 

供託申請後、申請者に受理決定通知書が通知されるので、ペイジー

（Pay-easy。日本マルチペイントネットワーク機構が運営している決済

サービスで、金融機関の現金自動預払機（ＡＴМ）、インターネットバイ

キング等で支払いができるもの。）で電子納付することができる。 

(ｲ) 振込方式による納付 

供託申請後、供託所から振込依頼書が交付されるので、金融機関の窓

口で納付することができる。 

(ｳ) 現金による納付 

供託所の窓口で現金を納付することができる。 

エ 供託手続及び供託金の納付方法についての整理 

(ｱ) 供託手続をオンラインで行う場合、手続に係る期間が最も短いが、供

託金の納付がペイジーに限定され、市のシステムはペイジーに対応して

いないため、オンラインでの供託手続は採用できない。 

(ｲ) 供託手続を郵送で行う場合、文書の往復に１週間から１０日程度を要 

し、供託金の納付を振込方式で行うと更に３～５営業日を要する。現金

納付は対応する供託所が遠隔地であるため採用できない。 

(ｳ) 供託所の窓口で供託手続を行う場合、職員が供託所に出向いて手続 

する必要がある。供託金の納付については、(ｲ)と同様。 

(3) 本件専決処分について 

市は、令和７年度五島市一般会計補正予算（第１号）を令和７年４月１６日

付けで専決処分を行った。 
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専決処分の内容は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 64,000千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 33,239,000千円とする。歳入歳

出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」によるとし、歳入では２０款繰入金

２項基金繰入金に 64,000千円が、歳出では２款総務費１項総務管理費に同額が

計上されている。 

当該専決処分は、地方自治法第１７９条第３項の規定により同年５月１２日

開会の令和７年第３回五島市議会臨時会において報告第７号として報告され、

承認されている。 

(4) 専決処分した予算の執行状況について 

専決処分された予算は、請求人が本件請求書を提出した時点において支出の

事実は確認されなかった。 

２ 監査委員の判断 

「１ 事実関係の確認」を踏まえ、次のように判断した。 

(1) 令和７年４月１６日付けで専決処分した供託金 6,400 万円について、専決

処分の濫用といえるか。 

ア 専決処分について 

専決処分とは、議会が議決すべき事件又は決定すべき事件について、特別

の場合に、議会の議決又は決定を経ずに、長が議会において議決又は決定し

たものと同様の法定効果を持つ処分又は決定を行うこととされており、地方

自治法第１７９条及び第１８０条に規定されている。 

イ 地方自治法第１７９条の規定による専決処分（長の専決処分） 

地方自治法第１７９条の規定による専決処分、いわゆる長の専決処分は、

次の４つの場合に認められている。 

(ｱ) 議会が成立しないとき。 

(ｲ) 地方自治法第１１３条ただし書きの場合においてなお会議を開くこと

ができないとき。 

(ｳ) 普通地方公共団体の長において議会の議決すべき事件について特に緊

急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると

認めるとき。 

(ｴ) 議会において議決すべき事件を議決しないとき。 

ウ 地方自治法第１８０条の規定による専決処分（議会の委任による専決処分） 

地方自治法第１８０条の規定による専決処分、いわゆる議会の委任によ

る専決処分は、議会の権限に属する軽易な事項で、議決により特に指定した

ものに限り、長が専決処分することができるもので、五島市にあっては、「市

長の専決処分事項の指定について（平成２３年五島市議決）」において次の

とおり指定されている。 

(ｱ) １件５０万円以内において、法律上市の義務に属する損害賠償の額を 

定めること。ただし、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第６７条
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第２項に規定する交通事故及び道路外で発生した事故（以下「交通事故」

という。）に係るものに限る。 

(ｲ) 目的物の価格が１件５０万円以下の事件についてする和解に関する

こと。ただし、交通事故に係るものに限る。 

エ 専決処分の濫用という主張について 

請求人は、本件請求書の「１請求の要旨」、「(1)専決処分の違法性（緊急

性の欠如）」において、地方自治法第１８０条を引用して専決処分の違法又

は濫用の疑いがあると主張するが、１の(3)のとおり令和７年度五島市一般

会計補正予算（第１号）は地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処

分されており、本件請求による専決処分は、地方自治法第１７９条の規定に

よる専決処分であることは明らかであるため、地方自治法第１８０条の記

載は地方自治法第１７９条として監査した。 

また、請求書に損害賠償金と記載されている部分については、事実を証す

る書類Ｎｏ．３に記載のとおり供託金として監査した。 

本件請求書の「（3）議会の承認の限界と監査の必要性」において、請求人

は（議会の）承認は専決処分の違法性を治癒するものではないと主張してい

るが、地方自治法第１７９条に規定する長の専決処分について、東京高等裁

判所平成２５年６月１２日判決は、「本件取消等請求事件のうち損害賠償を

求める訴えについて和解をすることや解決金の支出について予算を定める

ことは、本来、議会の権限であるところ、議会が地方自治法第１７９条第３

項に基づき適法な議決によって専決処分を承認した場合には、議会の意思

が表明されたものとして、議会の議決によって本件和解をし、解決金の支出

について予算を定めた場合と同視するのが相当である。」と判示している。 

これを本件についてみると、令和７年度五島市一般会計補正予算（第１号）

は、地方自治法第１７９条第１項の規定により令和７年４月１６日付けで

専決処分され、同条第３項の規定により令和７年第３回五島市議会臨時会

に報告第７号として報告され、同年５月１２日に承認されたものであるか

ら、議会の議決によって予算を定めた場合と同じである。 

したがって、専決処分により本件補正予算を定めたことが違法であると

いうことはできず、当然専決処分の濫用であるということもできないから、

請求人の主張には理由がない。 

(2) 財務会計上の不当な支出準備であるという主張について 

ア 請求人は、当該 6,400 万円は、強制執行が行われていないにもかかわらず

予算計上されており、現時点で支出の必要性が失われているので財務会計上

の不用額として整理されるべきと主張するので検討する。 

イ 損害賠償請求事件における神戸地方裁判所尼崎支部の判決には、仮執行宣

言が付されている。請求人は、強制執行が行われていないにもかかわらず、

予算計上されていることをもって目的外使用の疑いがあると主張しているが、

仮執行宣言が付された判決の正本に裁判所の執行文が付与されて送達された
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場合は、強制執行が可能となるため、当該強制執行を停止させるためには強

制執行停止を裁判所に申し立て、供託金を納付しなければならない。 

供託の手続及び供託金の納付には、概ね２週間を要することが想定される

ので、あらかじめ強制執行停止の申立てのための予算を確保することは、財

務会計上の不当な支出準備であるとはいえない。また、本件請求の時点で支

出の必要性が失われていると主張する理由もない。 

さらに、当該専決予算の執行について、目的外使用の疑いがあるという請

求人の主張を裏付ける根拠はなく、目的外の支出がなされることが相当の確

実さをもつて予測される場合に当たるということもいえない。 

したがって、財務会計上の不当な支出準備であるという主張については理

由がない。 

(3) 結論 

以上のとおり、令和７年４月１６日に専決した令和７年度五島市一般会計補

正予算（第１号）が違法又は不当な財務会計上の行為に当たるかについて検討

したが、当該専決処分は地方自治法第１７９条第３項の規定により議会で承認

されていることから適法であり、目的外の支出がなされることが相当の確実さ

をもって予測される場合に当たらず、市に損害も生じていないことから、請求

人の主張には理由がないと判断した。 

 

  



9 
 

（次に掲載する五島市職員措置請求書については、原文のまま掲載した。事実を証す

る書面証明は掲載を省略した。） 

【参考】 

五 島 市 職 員 措 置 請 求 書 

 

五島市長に関する措置請求の要旨 

 

１ 請求の要旨 

地方自治法第２４２条第１項に基づき、出口市長が令和７年４月１６日付けで専決

処分により予算計上した損害賠償金６，４００万円について、当該専決処分は、後

に議会の承認を得ているものの、専決時点において「特に緊急を要する場合」に該

当せず、専決処分の濫用である疑いがある。 

又、当該予算は強制執行が現に行使されておらず、控訴中で不用額として目的外の

予算計上となっており、財務会計上の不当な支出準備である。 

よって、監査委員に対し、当該予算計上の妥当性及び財務会計行為の違法性につい

て監査を実施し、出口市長に必要に対し、当該予算の執行停止、不用額の整理、ま

たは議会への再報告等、必要な措置を講じるよう勧告することを求めます。 

(1) 専決処分の違法性(緊急性の欠如) 

地方自治法第１８０条は、首長が議会の議決を経ずに専決処分を行うことを認

めていますが、 

その要件として「特に緊急を要する場合」に限定されています。本件において、

出口市長は、令和７年４月１６日付け、損害賠償請求事件に関する地裁判決(仮執

行付き)を受け、強制執行に備えるとして、６，４００万円の予算計上を専決処分

により行いました。しかしながら、以下の事実に照らし、緊急性は認められませ

ん、 

Ａ 控訴中であり、判決は確定していない。 

Ｂ 強制執行停止の申立てを行っていない。 

Ｃ 相手方による強制執行の実施も確認されていない。 

よって、専決処分は地方自治法第１８０条の要件を満たさず、違法または濫用の疑い

があります。 

(2)・予算計上の目的外使用・不用額の発生 

当該６，４００万円は、強制執行が行われていないにもかかわらず予算計上さ

れており、現時点で支出の必要性が失われています。これは目的外使用の疑い

があり、財務会計上の不用額として整理されるべきです。 

Ａ 地方財政法第３条(予算の編成)は、合理的な基準によりその経費を算定し、こ

れを予算に計上しなければならないとなっています(証拠資料 No.３,事業費)。 

Ｂ 対し、地方財政法第４条(予算の執行等)は、その目的を達成するための必要且
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つ最小の限度をこえて、これを支出してはならない。 

このように、財務会計行為の適正性を求めており、不要な予算計上は市財政に対

する、不当な負担となります。 

(3) 議会承認の限界と監査の必要性 

本件専決処分は後に議会の承認を得ていますが、承認は専決処分の違法性を治

癒するものでなく、専決時点の判断の妥当性は依然として専決処分監査対象と

なります。 

よって、監査委員に対し、当該専決処分及び予算計上の妥当性について監査を

実施し、必要な是正措置を講じるよう求めます。 

(4) 結び 

本件は、出口市長が令和７年４月１６日に専決処分した、強制執行に備える予

算計上に関し、地方自治法第１７９条の要件を満たしていない可能性があるこ

と、また当該事業に係る支出が予算計上の根拠を欠き、行政財産の目的外使用

に該当する疑義があることから、地方自治法第２４２条第１項に基づき、監査

を請求します。 

 

 

２ 請求者 

    住 所 略 

   氏 名 略 

 

地方自治法第２４２条第１項の規定により、別紙事実証明書を添え、必要な措置を請

求します。 

令和 7年１１月６日  

(宛先)五島市監査委員 

 

添付資料 

 

１ 証拠資料説明資料                  １枚 

２ 証書(証拠資料説明資料に基づく証書)        １式 

 

 


